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 研究要旨 消費者のリスク認知調査やインターネット上での情報流通の

調査を行った上で、食品に関するリスクコミュニケーションの効果の評価

を行う。効果の評価には、主に厚生労働省をはじめとする行政機関が行っ

たものを対象として、その効果や改善点について検討する。あわせて、こ

れら調査手法そのものの妥当性と改善点を明らかにし、実施可能な調査手

法の提案を行う。  

平成 27 年度は、（ 1）リスク認知調査のための測定手法の開発、（ 2）

SNS におけるリスクコミュニケーションの効果の実験的検討、（ 3）リス

クコミュニケーションのゲートキーピング機能の分析、を行った。これら

の研究成果をリスク・コミュニケーションマニュアルとして作成した。  
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Ａ．研究目的  

消費者のリスク認知調査やインターネ

ット上での情報流通の調査を行った上で、

食品に関するリスクコミュニケーション

の効果の評価を行う。効果の評価には、

主に厚生労働省をはじめとする行政機関

が行ったものを対象として、その効果や

改善点について検討する。あわせて、こ

れら調査手法そのものの妥当性と改善点

を明らかにし、実施可能な調査手法の提

案を行う。  

効果的なリスクコミュニケーションの

ためには、継続的な調査および突発的な

事象に対応するための調査が必須である

が、本研究ではこれを標準化して比較的

簡易に実施できる手法を提案する。  

 

Ｂ．研究方法  

 平 成 2 7 年 度 は 、 以下の 4 つの課題

を行った。  

（ 1）食品のリスクに関する質問紙調査

の尺度についての測定論的分析を行い、

より客観的な観点からの尺度の分析およ

び比較的信頼性のある尺度の開発を目指

した。調査 1 では、質問紙の回答に一般

的に使われる程度量表現用語の副詞の順

位付けを行わせ、回答者がその表現の回

答手段の下で正確に評価をできているの

かどうかを検討した。調査 2 では、実際

のリスク事象の対に対して、リスクの危

険度と選好との関係を検討した。  

（ 2）主に若年層を中心として、テレビ

離れ、新聞離れが指摘されており、その

一方で、インターネット利用率は高い水

準となっている (総務省情報通信政策研

究所, 2015;図２参照)。特に 10 代や 20
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代においては、テレビよりもインターネ

ットの視聴に費やす時間の方が長くなっ

ている従来の情報提供の在り方を見直

し、効果的な代替手段を検討することは、

重要な課題と考え、ニュースサイトおよ

びＳＮＳにおけるリスク情報を読ませ、

その情報に対する反応のあり方を、クラ

スタごとに比較した。具体的には、広告

効果の研究において重要とされている代

表的変数である「知識量」と「事前態度」

について注目し、生活者をセグメント化

することを試みた。知識量とは「食品リ

スクに関する知識量」であり、事前の態

度とは、「その食品の摂取を危険と捉え

ているか、問題ないと捉えているか」と

いうことである。この 2 つの変数によっ

て生活者を 4 つにセグメント化（分割）

し、リスク情報の効果を検証した。 

（ 3）政府による食品リスクコミュニケー

ションに着目するため、厚労省のプレス

リリースのうち食品リスクに関連するも

のをすべて抜き出した。分析の対象とし

たメディアの報道内容は 2 0 1 1年～ 2 0 1 3

年の読売・朝日・毎日の三紙であるため、

対象とするプレスリリースも 2011年～ 2

0 1 3年のものに限定した。目視によって

確認された食品リスク関連のプレスリリ

ースは、 2011年が 702本、 20 12年が 526

本、 2013年が 409本であった。 2011年は

特に放射性物質関連のプレスリリースが

多く、全体の本数を押し上げていた。さ

らに、食品リスク関連プレスリリースが

報道記事内容に反映されているかどうか

を確かめるため、プレスリリースごとに

内容を精査して検索キーワードを設定し、

そのキーワードをもとに三紙の三年分の

記事データをすべて検索し、プレスリリ

ースをベースとして書かれた記事を抽出

した。ただし、食品に含まれる放射性物

質関連の定期的な検査結果の報告は、数

が非常に多いことから記事検索の対象に

は含めなかった。さらに、厚生労働省医

薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部 企

画情報課リスクコミュニケーション係へ

のヒアリングをベースに、マスメディア

の報道を通して特に一般市民への情報伝

播が強く期待されたプレスリリースをリ

ストアップし、重点的な検索の対象とし

た。  

（ 4）昨年度作成した食品リスクコミュニ

ケーションの簡易マニュアルをより詳細

なものに改訂した。  

 

 (倫理面への配慮 )  

ヒトを対象とする調査及び実験の実施に

あたっては、行動科学研究の世界標準で

あるアメリカ心理学会の倫理規定を遵守

した。  

 

Ｃ．結果と考察 

平成 27年度の成果概要は以下の通りで

ある。  

（ 1）調査 1 では、サーストンの一対

比較法による分析で求めた刺激系列順位

をもとめた。推移性と非推移性に関して

の検討を行ったところ、危険性について

の判断の非推移性に基づく循環が 0 個で

ある完全な推移性を満たした人は 8 名、

循環が全体の 5%以下の 14 個の人は 94

名であった。次に、安全についての評価

では、循環が 0 個である完全な推移性を

満たした人は 14 名、循環が全体の 5%以

下の 14 個の人は 84 名であった。このよ

うに半数近くの人々には伝統的な数量的

な分析が可能であるが残りの人々には数

量的分析が困難であることが示唆され

た。また、尺度の「ひじょうに」と「た

いへん」の尺度値平均にはやや乖離がみ

られ、続いて「たいへん」、「かなり」、「す

ごく」の間の乖離は狭く、反対に「とて

も」と「だいぶ」、「だいぶ」と「おおか

た」の間の乖離は大きかった。  

 調査 2 では、人があるリスク事象に

対し、「どちらがより危険であるか」とい

う「評価」を問う質問 (1)「どちらをより



- 5 - 
 

危険だと思うか」と実際に行動として避

けたいという意志を問う質問 (2)の間の

乖離について検討をしたが、そのような

乖離は見られず、通常のリスク尺度が人

々のリスク対象に対する選好をある程度

反映していることを示唆した。次に、推

移性と非推移性に関しての検討を行った

が、リスク判断で循環が 0 個である完全

な推移性を満たした人は 56 名、循環が

全体の 5%以下の 14 個の人は 137 名であ

った。次に、選好について、循環が 0 個

である完全な推移性を満たした人は 44

名、循環が全体の 5%以下の 14 個の人は

118 名であった。このことからリスクの

判断や選好に関しては、数量化とその分

析がある程度可能であることが示唆され

た。  

（ 2）まず、知識量の多少とリスク認知レ

ベルの高低に基づき、４つのセグメント

に分類を行った。 

A クラスタ 知識少・リスク認知低  

B クラスタ 知識少・リスク認知高  

C クラスタ 知識多・リスク認知低  

D クラスタ 知識多・リスク認知高 

ＳＮＳの利用状況とクラスタとの関連

について検討した。「ブログを書いている

かどうか」、および、代表的なＳＮＳであ

る「 Facebook」「 Twitter」「 Instagram」

「 GREE」の利用頻度が、クラスタごとに

異なるかどうかを比較したが、有意な差

は見られなかった。しかし、「Yahoo!ニュ

ース」と「Yahoo!知恵袋」については有

意差が得られた。リスク認知が高いクラ

スタ（Ｂ／Ｄ）の人々は、リスク認知が

低いクラスタ（Ａ／Ｃ）の人々よりも、

「Yahoo!ニュース」を頻繁に参照してい

ることが分かった。また、知識が少なく

てリスク認知が低い人たちは、他のクラ

スタに比べ、「Yahoo!知恵袋」を利用して

いないことが分かった。以上の結果から

は、Yahoo!ニュースや知恵袋の利用は、

食品リスクに関する知識やリスク認知と

関係があることが示唆された。比較的知

識が豊富でリスク認知が高い人たちが、

Yahoo!関連サービスをよく利用している

ことから、リスクコミュニケーションの

プラットフォームとして、Yahoo!のよう

なポータルサイトが一定の役割を担える

可能性が示唆されたと言える。その一方、

Facebook や Instagram などの対人交流を

中心としたＳＮＳは、リスクコミュニケ

―ションにはあまり適さない可能性も示

唆された。 

（ 3）2011年～2013年の3年間に厚労省か

ら発信された食品リスク関連のプレスリ

リースのうち、原発事故関連のものほど

新聞で報道されやすい。さらに、非原発

関連のプレスリリースでは食中毒など飲

食店での食品リスクに関するものが報道

されやすい一方、輸入段階でのリスクで

ある牛海綿状脳症関連のプレスリリース

は比較的報道されにくい傾向が見られた。

原発事故関連のプレスリリースでは食品

の出荷制限（またはその解除）に関する

リリースが報道されやすく、それ以外の

リリース（例えば、「食品中の放射性物

質に関する「検査計画、出荷制限等の品

目・区域の設定・解除の考え方」の改正

について」や、「食品中の放射性セシウ

ムスクリーニング法の一部改正について」

などについては報道されにくい傾向が見

られた。 

総じて、消費者が直接さらされる食品

リスクの方が報道されやすい傾向がある

ように思われる。また、顕在化した食品

リスクが事件としてのニュース価値を持

っていた場合、それに引きずられる形で

厚労省のプレスリリースが報道されやす

くなる傾向も示唆される。例えば、2011

年 5月に富山県内の焼肉チェーン店でユ

ッケなど食肉を食べた多数の客が腸管出

血性大腸菌感染による食中毒を発症する

事件が発生した。この事件はマスメディ

アで広く報道されたために世間の注目が

集まり、ニュース価値が高まった。同時

に、食品リスクケースとして厚労省は継
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続的に本件に関するプレスリリースを発

信した。このように、事件性の高さに付

随する形で政府が発信する食品リスクコ

ミュニケーションがマスメディアのゲー

トキーピング機能を通過する可能性が高

まることは、今後の政府による食品リス

クコミュニケーションのあり方について

示唆を与えるものだろう。 

 さらに、厚生労働省医薬・生活衛生局

生活衛生・食品安全部 企画情報課リス

クコミュニケーション係へのヒアリング

をベースに、マスメディアの報道を通し

て特に一般市民への情報伝播が強く期待

されたプレスリリースをリストアップし、

それらがどの程度新聞記事として報道さ

れたかを調べた。表４に報道が特に期待

されたプレスリリースの見出しと、記事

数を示した。3年間で53本の特に報道が期

待されたプレスリリースのうち、24本に

ついて少なくとも1件の記事が報道され

ていることが確認された。本数ベースで

の割合は45%であり、これは3年間全体の

食品リスクプレスリリース中の報道され

たものの割合（55%：426本中235本）より

もむしろ低い。このことは、食品リスク

コミュニケーションの発信者としての政

府の意向は必ずしも報道機関のニュース

価値評価とは一致せず、マスメディアに

インプットとして与えられてもゲートキ

ーピング機能によって漏れてしまう可能

性があることを示している。  

 

Ｄ．結論 

（ 1）調査票の作成においては、サース

トンの尺度化による安全性リスク認知と

危険性リスク認知の間隔尺度を満たす新

しい尺度を提案したい。この尺度化につ

いては、両極端の値を決め、それから等

距離に近いものを採用する方針で決定し

た。これにより、サーストン尺度化の意

味で等間隔な評定尺度が構成されること

が期待できる。それによって作成された

尺度が図１の危険に関する尺度と安全に

関する尺度である。危険と安全で若干評

定尺度の副詞が異なっている。これらの

尺度を用いて、今後はリスク認知を測定

すると、比較的信頼性のある結果が得ら

れると期待できる。  

（ 2）イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 食 品 リ

ス ク 情 報 提 供 に お い て は 、 以 下 の

よ う な 現 実 へ の 示 唆 が 得 ら れ た 。

① マ ス メ デ ィ ア に よ る ニ ュ ー ス サ

イ ト で あ っ て も 、 個 人 の ブ ロ グ の

記 事 で あ っ て も 、 同 程 度 の 影 響 力

を 有 す る 。  

② 食 品 リ ス ク に 関 す る 情 報 に 接 触

し た 際 の 反 応 は 、 当 該 人 物 の 「 食

品 に 対 す る リ ス ク 認 知 レ ベ ル 」、お

よ び 、「 食 品 リ ス ク に 関 す る 知 識

量 」に よ っ て 異 な る 。具 体 的 に は 、

以 下 の 通 り で あ る 。  

a . 食 品 の 危 険 性 を 訴 え か け る 記 事

を 参 照 し た 場 合 、 も と も と 食 品 リ

ス ク 認 知 が 高 か っ た 人 は あ ま り 影

響 を 受 け ず 、 食 品 リ ス ク 認 知 の 低

か っ た 人 の み が 影 響 を 受 け る 。 一

方 、 行 動 意 図 レ ベ ル で み る と 、 事

前 の リ ス ク 認 知 レ ベ ル に 関 わ ら

ず 、 リ ス ク 記 事 の 参 照 に よ っ て 当

該 食 品 の 摂 取 を 避 け よ う と い う 意

識 が 高 ま る 。 た だ し 、 リ ス ク に 関

す る 知 識 量 が 多 く 、 リ ス ク 認 知 が

低 い 人 達 は 、 豊 富 な 知 識 に 基 づ い

て 食 品 を 危 険 で は な い と 考 え て い

る の で 、 新 し い 情 報 に よ っ て す ぐ

行 動 を 変 え よ う と は 考 え な い 傾 向

が あ る 。  

b . 食 品 の 安 全 性 を 訴 え か け る 記 事

を 参 照 し た 場 合 、 危 険 性 を 訴 え か

け る 記 事 を 参 照 し た 場 合 よ り も 態

度 変 容 を 起 こ す 人 が 多 く 、 影 響 力

が 大 き い 。 と り わ け 、 知 識 量 が 少

な く て リ ス ク 認 知 が 低 い 人 た ち に

影 響 量 が 大 き く 、 リ ス ク 食 品 の 摂

取 を 控 え よ う と い う 行 動 意 図 も 減



- 7 - 
 

少 す る ほ ど の 影 響 が あ る 。 そ の 他

の ク ラ ス タ は 、 リ ス ク 認 知 レ ベ ル

は 低 下 す る も の の 、 リ ス ク 食 品 を

避 け よ う と す る 行 動 意 図 に は 変 化

が な い 。  

③ 食 品 リ ス ク 情 報 を 提 供 す る オ ン

ラ イ ン サ ー ビ ス と し て 、 最 も 可 能

性 が 大 き い の は「 Y a h o o !ニ ュ ー ス 」

お よ び 「 Y a h o o ! 知 恵 袋 」 で あ る 。

年 齢 や 性 別 な ど 、 そ の 他 の 要 因 を

考 慮 し た 上 で も 、 こ れ ら の サ ー ビ

ス の 利 用 と リ ス ク 認 知 お よ び リ ス

ク 知 識 量 に は 有 意 な 相 関 が み ら

れ 、 因 果 関 係 は 特 定 で き な い も の

の 、 人 々 が こ れ ら の サ ー ビ ス を リ

ス ク 情 報 を 得 る た め に 積 極 的 に 利

用 し て い る こ と は 確 か で あ る 。 一

方 、 F a c e b o o k や T w i t t e r、 個 人 ブ

ロ グ は 、 対 人 交 流 を 目 的 と し て 使

用 さ れ て い る た め 、 リ ス ク 情 報 の

提 供 に は 適 さ な い 。  

（ 3） 原発事故関連の食品リスクは牛海

綿状脳症関連など他の食品リスクと比較

して報道されやすい傾向にあることが明

らかとなった。また、非原発事故関連の

プレスリリースでは、牛海綿状脳症関連

などと比較して、外食チェーンでの食中

毒など消費者の生活に近いレベルで存在

するリスクほど報道されやすいことが明

らかとなった。こうしたゲートキーピン

グ機能は、報道機関が読者の生活へのイ

ンパクトの大きさという次元でインプッ

ト情報を取捨選択していることをうかが

わせる。さらに、政府が特に重要視して

いるプレスリリースほど記事として報道

されやすいという傾向は見られず、むし

ろ政府が重視するリリースほど報道され

にくいという傾向が見られた。こうした

傾向は報道機関が判断するニュース価値

と政府が判断するリスクコミュニケーシ

ョンの重要性は必ずしも一致せず、マス

メディアは政府とは独立してゲートキー

ピング機能を発揮していることを示唆す

る。  

 ソーシャルメディアの普及によって玉

石混交の情報が飛び交う中、高い情報収

集能力と専門性に裏付けられた食品リス

クコミュニケーションを発信できるのは

ごくわずかの主体に限られる。政府はそ

うした主体の中の 1つである。したがって、

政府が発信する食品リスクコミュニケー

ションがマスメディアのゲートキーピン

グ機能によってどのように取捨選択され

るのかを知ることは重要である。本研究

の探索的分析から示唆されるのは、報道

機関は消費者の生活に近いレベルでのリ

スクをニュース価値の高い情報として処

理している可能性である。このため、牛

海綿状脳症関連など、輸入段階でのリス

クであり未だ消費者への直接的被害が顕

在化していないリスクに関するリリース

は報道されにくくなっていたのではない

かと考えられる。したがって、政府が効

率的なリスクコミュニケーションを行う

ためには、特定の食品リスクがどのよう

な形で消費者の生活に直接影響を及ぼす

可能性があるのかという点を明らかにし

つつ発信することが有効だろう。  
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